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サステナビリティを軸に積極的に
ソリューションビジネスを展開

気候変動への対応や資源循環型社会の形成、
生物多様性の保全など、企業が事業活動を行う上
で環境への配慮は必須となっている。みずほフィ
ナンシャルグループはこれまで、国内外の再生可
能エネルギー事業へのファイナンスや、環境・エ
ネルギー関連のコンサルティングなどに積極的に
取り組んできている。

特に近年では、サステナビリティへの関心の
高まりを踏まえ、専門の推進担当責任者や部署の
設置などの組織体制の強化や、グリーン分野だけ
でなく、トランジションや、より広い概念のサス
テナブルファイナンス、その裏にある、企業の戦
略策定や実行の支援にまでグループ一体で金融・
非金融両面からの様々なソリューションの提供に
注力している。

独自の融資基準で企業などの環境への
取り組みを支援

こうした中、同グループのみずほ銀行とみず
ほリサーチ＆テクノロジーズは、企業などの気候
変動の取り組みを資金調達や助言を通じて支援す
べく、2019年から「Mizuho Eco Finance」の取り
扱いを開始している。

これは、同グループが開発した環境評価モデ
ルを用いて企業などの取り組みや指数をスコアリ
ングし、５段階のうち上位２段階の条件を満たし
た企業などに融資およびスコア改善に向けた助言
を提供するものである。企業などにとっては、バ
リューチェーンを通じて効率的・効果的に環境負
荷低減につながる助言を得られるとともに資金調

達も実現できるスキームとなっている。
現在その評価基準には、「予め設定した温室効

果ガス排出削減目標（Scope1＋2）※の一定の評
価基準の達成」「『気候関連財務情報開示タスク
フォース』への賛同表明」「気候科学に基づく温室
効果ガス排出目標の設定」などが組み込まれて
いる。温室効果ガス排出削減目標については、
2021年12月に日銀が脱炭素に向けた投融資を支
援する「気候変動対応を支援するための資金供給
オペ」を開始したのを受け、新たにＫＰＩとして
設定している。

同Financeは、特に温室効果ガス排出削減目標
を掲げる大手企業にとって比較的高い格付け評価
が得られるとともに、対外ＰＲとなること、資金
使途に制約もないことなどを背景に、足元で取扱
件数が増加しており、同グループの主力商品の一
つとなっている。現在（2022年10月末時点）32
社・42件となっている。

本業を通じて社会の環境配慮を促進する姿勢
を明確にしているみずほフィナンシャルグルー
プ。企業などの環境への取り組みに対する多様な
ニーズを支援する同グループの取り組みはこれか
らも続く。 k

（国内広報部主任研究員　山本哲史）

ロシアのウクライナ侵攻によりエネルギーセキュリティの脆弱さが浮き彫りに
なり、エネルギー価格が高騰を続ける中においても、カーボンニュートラルに向
けた取り組みは底流として達成が強く求められている。
こうした中、独自の融資基準で企業の気候変動への取り組みを支援するみずほ

フィナンシャルグループの活動を紹介する。

「Mizuho Eco Finance」を通じた
気候変動への取り組み支援

（株）みずほフィナンシャルグループ

■Mizuho Eco Financeの新規取扱件数の推移
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※	Scope1：	 自社の工場・オフィスなどで化石燃料を使用
した際に排出される温室効果ガスの量

	 Scope2：	 電力など他社から供給され自社で消費したエ
ネルギーを生産する際に排出される温室効果
ガスの量


